
放課後児童クラブ関連資料

資料２



放課後児童クラブについて



○クラブ数 ２３，６１９か所
（参考：全国の小学校19,655校）

○支援の単位数 ２８，１９８単位（平成27年より調査）

○登録児童数 １，０９３，０８５人
○利用できなかった児童数（待機児童数） １７，２０３人

【事業の内容、目的】

【現状】（クラブ数、支援の単位数及び児童数は平成２８年５月現在）

放課後児童クラブの概要
共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課後等に適切
な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る

（平成９年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第６条の３第２項〉：平成10年４月施行）
※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行）

【今後の展開】
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［クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移］

※各年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）

（か所） （人）

12,000

14,000

10,000

8,000

6,000

16,000

4,000
2,000

0

18,000

○ 「ニッポン一億総活躍プラン」を踏まえ、
・「放課後子ども総合プラン」に掲げる平成３１年度末までの約１２
２万人分の受け皿確保を、平成３０年度末に前倒して実施するこ
とを目指す。

・放課後児童支援員の処遇改善等を進める。
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【登録児童数の低学年・高学年別の推移】

放課後児童クラブの登録児童数及び待機児童数の推移について

※各年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）

○ 低学年・高学年児童ともに年々増加傾向にあるが、特に平成２７年度から対象児童が６年生まで拡大された影響等
で、高学年児童等の数は平成２７年度は対前年２８％増、平成２８年度は１９％増と大幅に増加している。
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【利用できなかった児童数（待機児童数）の低学年・高学年別の推移】

○ 平成２７年度から対象児童が６年生まで拡大された影響等で、高学年等の待機児童数が平成２７年度から大幅に増加
している。
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１年生

34.6万人
(33.8%)

２年生

30.1万人
(29.4%)

３年生

22.6万人
(22.0%)

４年生

9.3万人
(9.1%)

５年生

3.8万人
(3.7%)

６年生

2.0万人
(1.9%)

その他

0.07万人

(0.１%)
１年生

35.6万人
(32.6%)

２年生

31.5万人
(28.9%)

３年生

24.1万人
(22.1%)

４年生

11.0万人
(10.0%)

５年生

4.7万人
(4.3%)

６年生

2.3万人
(2.1%)

その他

0.06万人
(0.1%)

17:00まで

255か所(1.1%)

17:01～18:00
6,295か所

(27.9%)

18:01～18:30
5,291か所

(23.4%)

18:31～19:00
9,244か所

（40.9%）

19:01以降

1,515か所
(6.7%)

17:00まで

118か所(0.5%)

17:01～18:00
5,815か所

(24.6%)

18:01～18:30
5,451か所

(23.1%)

18:31～19:00
10,509か所

（44.5%）

19:01以降

1,717か所
(7.3%)

9人以下

705支援の単位

（2.7%） 10～19人

2,191支援の単位

(8.3%)

20～35人

8,791支援の単位

(33.1%)36～45人

7,084支援の単位

(26.7%)

46～55人

3,813支援の単位

(14.4%)

56～70人

2,625支援の単位

(9.9%)

71人以上

1,319支援の単位

(5.0%)

9人以下

752支援の単位

（2.7%） 10～19人

2,219支援の単位

(7.9%)

20～35人

9,756支援の単位

(34.6%)36～45人

7,818支援の単位

(27.7%)

46～55人

3,936支援の単位

(14.0%)

56～70人

2,551支援の単位

(9.0%)

71人以上

1,166支援の単位

(4.1%)

放課後児童クラブの現状①
○登録児童数の規模別の状況

登録児童数の人数規模別でみると、４５人までの
支援の単位が全体の約７３％を占める。

○終了時刻の状況（平日）

１８時半を超えて開所しているクラブが全体の約
５２％を占める。

○設置場所の状況

設置場所では、学校の余裕教室が約２９％、学校
敷地内の専用施設が約２４％と小学校内での合
計が約５４％、児童館が約１１％であり、これらで
全体の約６５％を占める。

○学年別登録児童数の状況

小学校１年生から３年生までで全体の約８４％
を占める。

※平成２８年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）

（参考）２７年 （参考）２７年

（参考）２７年
（参考）２７年

学校

余裕教室

6,918か所

(29.3%)

学校

敷地内

5,761か所

(24.4%)

児童館

2,637か所
(11.2%)

公的施設

等

3,286か所

(13.9%)

その他

5,017か所
(21.2%)

学校

余裕教室

6,604か所

(29.2%)

学校

敷地内

5,407か所

(23.9%)

児童館

2,672か所
(11.8%)

公的施設

等

3,234か所

(14.3%)

その他

4,691か所
(20.8%)

4



公立公営

8,735か所
(37.0%)公立民営

10,589か所
(44.8%)

民立民営4,295か所（18.2%）

社会福祉法人 3,342か所（14.1％）

NPO法人 1,347か所（5.7％）

運営委員会・保護者会 3,694か所（15.6％）
その他 2,206か所（9.4％）

社会福祉法人 1,393か所（5.9％）

NPO法人 629か所（2.7％）

運営委員会・保護者会 1,391か所（5.9％）
その他 882か所（3.7％）

公立公営

8,631か所
(38.2%)

公立民営

9,865か所
(43.6%)

民立民営4,112か所（18.2%）

社会福祉法人 3,124か所（13.8％）

NPO法人 1,165か所（5.2％）

運営委員会・保護者会 3,555か所（15.7％）
その他 2,021か所（8.9％）

社会福祉法人 1,333か所（5.9％）

NPO法人 576か所（2.5％）

運営委員会・保護者会 1,444か所（6.4％）
その他 759か所（3.4％）

小学１年生

3,072人（17.9%）

小学２年生

2,524人
(14.7%)

小学３年生

4,361人
(25.4%)

小学４年生

5,096人
(29.6%)

小学５年生

1,701人
(9.9%)

小学６年生

449人
(2.6%)

放課後児童クラブの現状②
○設置・運営主体別実施状況

設置・運営主体別実施状況でみると、公設公営
と公設民営のクラブが全体の約８２％を占め
る。

○待機児童数の学年別の状況

小学校４年生以上の占める割合が約３７％から約
４２％へと増加。小学校１年生から３年生の各学
年は、前年より人数、割合とも減少。

（参考）２７年
（参考）２７年

１年生

3,339人
(19.7%)

２年生

2,757人
(16.3%)

３年生

4,604人
(27.2%)

４年生

4,752人
(28.1%)

５年生

1,116人
(6.6%)

６年生

365人
(2.2%)

その他

８人
(0.0%)

○放課後児童支援員等の状況

常勤職員が全体の約２７％を占める。

①雇用形態別の人数 ②支援の単位あたりの人数

５人以上配置しているところが全体の約３７％を
占める。

２人

5,780支援の単

位
(20.5%)

３人

6,553支援の単

位
(23.2%)

４人

5,557支援の単

位
(19.7%)

５人

10,308支援の

単位
(36.6%)

（参考）２７年
（参考）２７年

常勤職員

30,405人
(26.8%)

非常勤職員

39,802人
(35.1%)

嘱託職員

7,473人
(6.6%)

パート・

アルバイト

31,442人
(27.7%)

その他

4,193人
(3.7%) ２人

5,679支援の単

位
(21.4%)

３人

6,211支援の単

位
(23.4%)

４人

5,365支援の単

位
(20.2%)

５人

9,273支援の単

位
(35.0%)

常勤職員

32,479人
(26.6%)

非常勤職員

42,012人
(34.4%)

嘱託職員

7,886人
(6.5%)

パート・

アルバイト

36,322人
(29.7%)

その他

3,520人
(2.9%)

※平成２８年５月１日現在（総務課少子化総合対策室調）
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新制度施行前 新制度施行後（平成２７年４月～）

対象児童
（児童福祉法

第6条の3第2項）
おおむね１０歳未満の留守家庭の小学生

留守家庭の小学生

設備及び運営
の基準

（法第34条の8の2）

特段の定めなし

国が省令で基準を定め、市町村で条例を制定
［従事する者及び員数…従うべき基準］

［施設、開所日数、時間など…参酌すべき基準］

市町村の関与
（法第34条の8第2項）

開始後１ヶ月以内に事後の届け出など

［届け出先：都道府県］

事業開始前の事前の届け出など

［届け出先：市町村］

市町村の情報収集
（法第21条の11）

子育て支援事業に関し、必要な情報の提供 子育て支援事業に関し、必要な情報の収集及び提供

事業の実施の促進
（法第56条の7第2項）

特段の定めなし
市町村の公有財産（学校の余裕教室など）

の貸付け等による事業の促進

計画等
（子ども・子育て支援法

第61条）

・「市町村行動計画」の策定。

・総合的かつ効果的に次世代育成支援

対策を推進する努力義務

・「市町村子ども・子育て支援事業計画」の策定
・区域ごとの事業量の見込みや提供体制の確保について法律上に規定

・総合的かつ計画的に事業を実施する責務

費用負担割合

事業主拠出金
（国）

都道府県

市町村 1/3

1/3

1/3

事業主拠出金
（国）

都道府県

市町村

1/3

1/3

1/3 質の向上にかかる
費用については、
税制抜本改革によ
る財源確保を前提
（公費）

※質の改善（向上）にかかる費用について、事業主拠出金は充当しない。
（平成２４年３月２日少子化社会対策会議決定）

※放課後児童健全育成事業に従事する者の処遇改善に資するための施策について検討を加え、
所要の措置を講ずる。（子ども・子育て支援法附則第２条第３項）

※子ども・子育て支援の量的拡充及び質の向上を図るための安定財源の確保に努める。
（同法附則第３条）

※幼児教育・保育・子育て支援の質・量の充実を図るためには、１兆円超程度の財源が必要
であり、今回の消費税率の引上げにより確保する０．７兆円程度以外の０．３兆円超につ
いて、速やかに確保の道筋を示す。（参・附帯決議）

※総事業費の1/2程度を保護者負担と整理のうえ
予算計上している。

※保護者の就労だけでなく、保護者の疾病や介護なども該当することを地方自治体をはじめ
関係者に周知する。（衆／参・附帯決議）

放課後児童クラブの主な法改正事項放課後児童クラブの主な法改正事項

保護者負担

保護者負担

※地域子ども・子育て支援事業については、住民のニーズを市町村の事業計画に的確に反映
させるとともに、市町村の事業計画に掲げられた各年度の取組に応じて、住民にとって必要
な量の確保と質の改善を図るための財政支援を行う仕組みとすること。（参・附帯決議）
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放課後児童健全育成事業を行う事業者の届出について

○ 児童福祉法の改正（平成２４年８月）により、平成２７年４月より、国、都道府県及び市町村以外の者が、放課後児童健全育成

事業を行う場合、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ厚生労働省令で定める事項を市町村長に届け出ることと

なった。
（※国、都道府県及び市町村以外の者には、実施主体である市町村から放課後児童健全育成事業の委託を受けた者も含まれる。）

○ 「児童福祉法施行規則の一部を改正する省令」（平成２７年厚生労働省令第１７号）に基づき、あらかじめ届け出る事項は
以下のとおりである。

【事業開始の届出】

１ 事業の種類及び内容、 ２ 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地）

３ 定款その他の基本約款、 ４ 運営規程、 ５ 職員の定数及び職務の内容、 ６ 主な職員の氏名及び経歴

７ 事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地、 ８ 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面、 ９ 事業開始の予定年月日

※上記の届出を行う事業者は、収支予算書及び事業計画書についても提出（インターネットで閲覧できる場合を除く）。

✔ 上記事項の内容が変更になった場合、一ヶ月以内に届け出ることが必要。

【事業の廃止・休止の届出】

１ 廃止又は休止しようとする年月日、 ２ 廃止又は休止の理由、 ３ 現に便宜を受けている児童に対する措置、

４ 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間

○ 届出の様式については、「放課後児童健全育成事業の届出について」（平成２７年３月１３日付け雇児育発０３１３第１３号
厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課長通知）において様式例としてお示ししたところ。

概 要

届出の内容
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放課後児童クラブの設置又は運営の促進について放課後児童クラブの設置又は運営の促進について

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（抄）
（保育所の設置又は運営の促進）
第五十六条の七（抄）
２ 市町村は、必要に応じ、公有財産の貸付けその他の必要な措置を積極的に講ずることにより、社会福祉法

人その他の多様な事業者の能力を活用した放課後児童健全育成事業の実施を促進し、放課後児童健全育成
事業に係る供給を効率的かつ計画的に増大させるものとする。

＜趣旨＞
○ 保育の利用や放課後児童健全育成事業に係る供給を効率的かつ計画的に増大させるため、市町村が必要

に応じて、公有財産の貸付けその他の必要な措置を積極的に講ずることを定めるものである。

＜第２項＞
○ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）については、希望しても利用できない児童の増加など需要が

年々増大している。このような状況の中、新たに創設された子ども・子育て支援法においては、市町村は事業
計画を定め潜在的なニーズにも対応することになっており、また、児童福祉法では、対象者の定義を「小学校
に就学しているおおむね１０歳未満の児童」から「小学校に就学している児童」に改正したところであり、放課後
児童健全育成事業の実施にかかる供給を増大させる必要がある。

○ 放課後児童クラブは家庭の代替機能としての生活の場であり、学校の余裕教室等の適切な環境での事業
実施が望ましい。このため、保育所と同様に仕事と子育ての両立支援施策である放課後児童健全育成事業に
ついても、自治体での供給量増大のため、市町村が積極的に関与して公有財産の活用を図り、事業の実施を
促進させる必要がある。

○ 以上より、放課後児童健全育成事業の実施に関し、公有財産の活用を図る規定を置くものである。 8



放課後児童クラブの設備運営基準について放課後児童クラブの設備運営基準について

○ 放課後児童クラブの質を確保する観点から、子ども・子育て関連３法による児童福祉法の改正により、放課後児童クラブの
設備及び運営について、省令で定める基準を踏まえ、市町村が条例で基準を定めることとなった

○ このため、「社会保障審議会児童部会放課後児童クラブの基準に関する専門委員会」における議論を踏まえ、平成26年４
月に「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（平成26年厚生労働省令第63号）を策定・公布した

＜主な基準＞

○ 専用区画（遊び・生活の場としての機能、静養するための
機能を備えた部屋又はスペース）等を設置

○ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね1.65㎡以上

○ 放課後児童支援員（※１）を、支援の単位ごとに２人以上配
置（うち１人を除き、補助員の代替可）

※１ 保育士、社会福祉士等（「児童の遊びを指導する者」の資格を基
本）であって、都道府県知事が行う研修を修了した者（※２）

※２ 平成32年３月31日までの間は、都道府県知事が行う研修を修了し
た者に、修了することを予定している者を含む ○ 土、日、長期休業期間等（小学校の授業の休業日）

→ 原則１日につき８時間以上

○ 平日（小学校授業の休業日以外の日）
→ 原則１日につき３時間以上

※ その地方における保護者の労働時間、授業の終了時刻等を考慮して
事業を行う者が定める

○ 原則１年につき250日以上

※ その地方における保護者の就労日数、授業の休業日等を考慮して、
事業を行う者が定める

○ 一の支援の単位を構成する児童の数（集団の規模）は、
おおむね40人以下

○ 支援は、留守家庭児童につき、家庭、地域等との連携の
下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよ
う、児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活
習慣の確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図るこ
とを目的として行わなければならない

○ 非常災害対策、児童を平等に取り扱う原則、虐待等の禁止、衛生管理等、運営規程、帳簿の整備、秘密保持等、苦情への対
応、保護者との連絡、関係機関との連携、事故発生時の対応 など

その他（参酌すべき基準）

※職員のみ従うべき基準（他の事項は参酌すべき基準）

支援の目的（参酌すべき基準）（第５条）

職員（従うべき基準）（第１０条）

開所日数（参酌すべき基準）（第１８条）

開所時間（参酌すべき基準）（第１８条）

児童の集団の規模（参酌すべき基準）（第１０条）

設備（参酌すべき基準）（第９条）
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静養スペースあり
16,635か所
（73.6％）

静養スペースなし
5973か所
（26.4％）

静養スペースあり
17,847か所
（75.6％）

静養スペースなし
5,772か所
（24.4％）

平成28年度

静養スペースの設置状況について

※平成28年5月1日現在（総務課少子化総合対策室調）

N = 23,619か所

○現状では、7割強のクラブが静養スペースを確保している。

（参考）平成２７年度

N=22,608か所

10



22,065人

（26.4％）

681人

（0.8%）

26,830人

（32.1%）

24,019人

（28.8%）

1,435人

（1.7%）

70人

（0.1%）

61人

（0.1%）
22人

（0.1%）

8,288人
9.9%

1号

2号

3号

4号

5号

6号

7号

8号

9号

放課後児童支援員の資格状況

N=83 ,471

注１ ： （ ）内は、各年の総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤・非常勤等を区別しない。

注２ ： 第１０条 ３項
一 保育士（国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号）第十二条の四第五項に規定する事業実施区域内にある放課後児童健全育成事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区域

に係る国家戦略特別区域限定保育士）の資格を有する者
二 社会福祉士の資格を有する者
三 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第九十

条第二項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による十二年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含
む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第九号において「高等学校卒業者等」という。）であって、二年以上児童福祉事業に従事したもの

四 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者
五 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学を含む。）において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又は

これらに相当する課程を修めて卒業した者
六 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したこと

により、同法第百二条第二項の規定により大学院への入学が認められた者
七 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者
八 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者
九 高等学校卒業者等であり、かつ、二年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した者であって、市町村長が適当と認めたもの

○放課後児童支援員は、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」10条3項の各号のいずれ
かに該当する者であって、都道府県知事が行う研修を修了したものでなければならないとされている。

※平成28年5月1日現在（少子化総合対策室調）

下記の注２を参照

21,833人

（27.3%）

481人

（0.6%）24,314人

（30.4%）

22,999人

（28.8%）

1,106人

（1.4%）

74人

（0.1%）

54人

（0.1%）

29人

（0.0%）

9,056
（11.3%）

（参考）27年
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平成２７年度放課後児童支援員認定資格研修の実施状況①

○研修の実施方法の状況

* 平成27年度末現在の総務課少子化総合対策室調査

都道府県で

直接実施

1都道府県

（2.1%）

民間団体等に

一部委託

45都道府県

（95.7%）

実施していない

1都道府県

（2.1%）

○民間団体等に一部委託している場合の委託先

NPO法人

15都道府県

（33.3%）

株式会社

7都道府県

（15.6%） 一般社団

法人

4都道府県

（8.9%）

公益財団法人

3都道府県

（6.7%）

大学等

2都道府県

（4.4%）

社会福祉法人

2都道府県

（4.4%）

その他の

団体等

12都道府県

（26.7%）

○研修の開催回数の状況 ○研修１回あたりの日数の状況
１回

5都道府県

（10.9%）

２回

14都道府県

（30.4%）

３回

10都道府県

（21.7%）

４回

5都道府県

（10.9%）

５回

6都道府県

（13.0%）

６回

2都道府県

（4.3%）

７回

2都道府県

（4.3%）

８回

2都道府県

（4.3%）

４日

33都道府県

（71.7%）

５日

2都道府県

（4.3%）

６日

6都道府県

（13.0%）

８日

5都道府県

（10.9%）

○研修１回あたりの定員数の状況

１００人未満

2都道府県

（4.3%）

おおむね

１００人程度

26都道府県

（56.5%）

～１５０人

15都道府県

（32.6%）

～２００人

2都道府県

（4.3%）

～３００人

1都道府県

（2.2%）

12



○受講者の選定方法の状況

平成２７年度放課後児童支援員認定資格研修の実施状況②
* 平成27年度末現在の総務課少子化総合対策室調査

市町村ごとに

定員を設けて

いる

30都道府県

（65.2%）

支援の単位

ごとの定員を

設けている

11都道府県

（23.9%）

優先順位を決

めて選定した

4都道府県

（8.7%）

特に制限は定

めなかった

1都道府県

（2.2%）

○修了評価の方法の状況

科目ごとに

レポートを提出

26都道府県

（56.5%）

一日単位で

レポートを提出

14都道府県

（30.4%）

全体を通して

のレポートを

提出

5都道府県

（10.9%）

半日単位の

レポートを

提出

1都道府県

（2.2%）

平成２８年5月1日現在 放課後児童支援員認定資格研修の受講者数
※平成28年５月１日現在の総務課少子化総合対策室調

基準10条第3項の各号に該当する職員数 ８３，４７１人
うち認定資格研修受講者 １６，１２８人（１９．３％）
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9人以下

705（2.7%） 10～19人

2,191
(8.3%)

20～35人

8,791
(33.1%)36～45人

7,084
(26.7%)

46～55人

3,813
(14.4%)

56～70人

2,625(9.9%)

71人以上

1,319
(5.0%)

9人以下

752（2.7%）10～19人

2,219
(7.9%)

20～35人

9,756
(34.6%)36～45人

7,818
(27.7%)

46～55人

3,936
(14.0%)

56～70人
2,551(9.0%)

71人以上

1,166
(4.1%)

「支援の単位」数の状況
○登録児童数の人数規模別でみると、４５人までの支援の単位が全体の約７割を占めている。
○利用定員の規模別でみると、４５人までの支援の単位が全体の約７割を占めている。

○登録児童数の規模別の状況 ○利用定員の規模別の状況

（参考）平成27年 （参考）平成27年

９人以下 73
（0%）

10～19人 821 
（3%）

20～35人 8,233 
（29%）

36～45人 1,0882 
（39%）

46～55人 3,454 
（12%）

56～70人 3,290 
（12%）

71人以上 1167 
（4%）

設定していない

278 （1%）

9人以下

97（ 0%） 10～19人

827（ 3%）

20～35人

7,737（ 29%）

36～45人

9,922（37%）

46～55人

3,325（13%）

56～70人

3,103 （12%）

71人以上

1,198 （5%）

設定してい

ない 319 
（1%）

※平成28年5月1日現在（総務課少子化総合対策室）
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開所日数の状況について

○現状、ほとんどのクラブが250日以上開所しており、280日以上開所しているクラブは7
割を超えている。

77
1,031

4,085

17,090

32549
1,181

5,223

16,825

341
0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

199日以下 200～249日 250～279日 280～299日 300日以上

クラブ数（か所）

（開設日数）

年間開所日数別クラブ数

平成27年度

平成28年度

※平成28年5月1日現在（総務課少子化総合対策室調

N=23, 619

N=22,608
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11：00以前

2,765か所(11.7%)

11：01～12:00
2,346か所

(9.9%)

12：01～13：00
7,387か所

(31.3%)

13：01～14：00
7,709か所

（32.7%）

14：01以降

3403か所
(14.4%)

放課後児童クラブの開所時刻について
○平日は、12：01～14：00の間に開所するクラブが全体の6割を占めるが、開所時刻にはバラツキがある。
○長期休暇等は、ほとんどのクラブが8：59以前に開所している。

11：00以降

2,392か所(10.6%)

11：01～12：00
2,385か所

(10.6%)

12：01～13：00
7,449か所

(32.9%)

13：01～14：00
7,265か所

（32.1%）

14：01以降

3,109か所
(13.8%)

○開所時刻の状況（平日）

6：59以前

34か所(0.1%)

7：00～7：59
6，551か所

27.8(%)

8：00～8：59
16，568か所

（70.4％）

9：00～9：59
343か所

（1.5%）

10：00以降

51か所 (0.2%)

6：59以前

10か所(0.0%)

7：00～7：59
5、922か所

26.3(%)

8：00～8：59
15、972か所

（71.0％）

9：00～9：59
561か所

（2.5%）

10：00以降

42か所
(0.2%)

○開所時刻の状況（長期休暇等）

（参考）平成27年
（参考）平成27年

※平成28年5月1日現在（総務課少子化総合対策室）
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17:00まで

２０７か所(０．９%)

17:01～18:00
５,９２６か所

(２５．２%)

18:01～18:30
５,３７９か所

(２２．８%)

18:31～19:00
１０,４８４か所

（４４．５%）

19:01以降

１５,５１か所

(６．６%)

17:00まで

118か所(0.5%)

17:01～18:00
5,815か所

(24.6%)

18:01～18:30
5,451か所

(23.1%)

18:31～19:00
10,509か所

（44.5%）

19:01以降

1,717か所
(7.3%)

17:00まで

359か所(1.6%)

17:01～18:00
6,417か所

(28.5%)

18:01～18:30
5,230か所

(23.2%)

18:31～19:00
9,057か所

（40.3%）

19:01以降

1,444か所
(6.4%)

放課後児童クラブの終了時刻について

○終了時刻の状況（平日）

○平日・長期休暇等ともに、18：01以降に閉所するクラブが約7割を占める。
○平日と長期休暇等とを比較して、終了時刻に大きな差は見られない。

（参考）２７年

○終了時刻の状況（長期休暇等）

（参考）２７年17:00まで

255か所(1.1%)

17:01～18:00
6,295か所

(27.9%)

18:01～18:30
5,291か所

(23.4%)

18:31～19:00
9,244か所

（40.9%）

19:01以降

1,515か所
(6.7%)

※平成28年5月1日現在（総務課少子化総合対策室調
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○長時間開設加算
平日６時間を超え、かつ１８時を超えて開所するクラブ（長期休暇等は１日８時間を超えて開所するクラブ）に対し、通常の運営費

補助に加え、延長時間に応じて加算

○補助基準額（平成２９年度予算案）
平日分298→378千円、長期休暇等分134→170千円（平均延長時間１時間あたり／年額）

８時 10時 12時 18時 20時
平日

（200日）

長期休暇等

（50日以上）

放課後児童クラブの開所時間の延長について

基本分（８時間分） 延長分延長分 延長分延長分

１時間単価

基本分（６時間分） 延長分小学校授業 延長分

１時間単価

（クラブ数）

【平日の終了時刻の推移】

○ 終了時刻は18:00までに終了するクラブが減り、18:00を超えて開設するクラブ数が年々増加している。

（注１）

各年５月１日現在 （育成環境課調）

（平成27年10月１日以降

総務課少子化総合対策室調）

（注２）

（ ）内は、各年の総数に占める割合

【開所時間の延長推進のための国の補助】
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放課後児童健全育成事業の補助要件について

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６条の３第２項及び放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基
準に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室、児童館
等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、
当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、その健全な育成を図るもの。

事業の趣旨

２．対象児童

・保護者が労働等(*1)により昼間家庭にいない小学校に就学し
ている児童。

・その他、特別支援学校の小学部の児童。

(*１)「保護者が労働等」には、保護者の疾病や介護・看護、障害なども対象となる

１．実施主体

市町村
（市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができる）

５．開所日数・開所時間

・原則として、年間250日以上開所。実態として２５０日以上開所
する必要がない場合は、特例として２００日以上開所。

・開所時間は、原則として１日３時間以上。ただし、長期休暇期
間などについては、原則として１日８時間以上。

６．施設・設備

・小学校の余裕教室や小学校敷地内の専用施設の活用を図るほ
か、児童館、保育所・幼稚園等の社会資源や民家・アパートなども
活用。

・遊び及び生活の場としての機能並びに静養するための機能を備
えた専用区画を設けるほか、支援の提供に必要な設備及び備品
等を備えなければならない。

・専用区画の面積は、児童１人につきおおむね１．６５㎡以上。

・専用区画並びに設備及び備品等は、放課後児童健全育成事業所
を開所している時間帯を通じて専ら当該事業の用に供するもので
なければならない。

４．職員体制
放課後児童支援員の数は、一の支援の単位ごとに２人以上。

ただし、その１人を除き、補助員（放課後児童支援員を補助する
者）をもってこれに代えることができる。

７．運営内容

放課後児童クラブ運営指針に定める以下の事項を踏まえ、各放課
後児童健全育成事業を行う者は、それぞれの実態に応じて創意工
夫を図り、質の向上と機能の充実に努めること。

①放課後児童健全育成事業の役割 ②放課後児童クラブにおける育成支援の基本
③事業の対象となる子どもの発達 ④育成支援の内容
⑤障害のある子どもへの対応
⑥特に配慮を必要とする子どもへの対応 ⑦保護者との連携
⑧育成支援に含まれる職務内容と運営に関わる業務
⑨利用の開始等に関わる留意事項 ⑩労働環境整備
⑪適切な会計管理及び情報公開 ⑫学校との連携
⑬保育所、幼稚園等との連携 ⑭地域、関係機関との連携
⑮衛生管理及び安全対策 ⑯放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理
⑰要望及び苦情への対応 ⑱事業内容向上への取り組み

補助要件

３．規模

一の支援の単位を構成する児童の数は、概ね４０人以下。
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○放課後児童クラブの利用者負担については、現行、「事業を実施するために必要な経費の一部を保護者から徴収するこ

とができる」とされており、利用料徴収を実施している市町村数は1,433市町村（クラブ実施市町村数の約9割）。

○放課後児童クラブに係る利用者負担については、月額4,000円～6,000円に最も多く分布している。

○利用料を徴収している市町村の多くが利用料の減免措置を実施している。（減免措置実施市町村数：1,170市町村）

○一定水準以上の所得のある世帯等に対して利用料の加算を行っている市町村等がある。（加算実施市町村数：78市町村）

＜クラブに対する調査＞＜市町村に対する調査＞

放課後児童クラブにおける利用者負担について
（平成28年 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況調査（毎年５月１日時点））

１．利用料の徴収の有無

19,502 (82.6%)

　注：(　　）内は全クラブ数(28年：23,619)に対する割合である。

２．平均月額利用料金の状況

394 (2.0%)

3,664 (18.8%)
5,563 (28.5%)

4,609 (23.6%)

2,557 (13.1%)

1,265 (6.5%)

624 (3.2%)

317 (1.6%)

509 (2.6%)
19,502 (100.0%)

　注：(　　)内は放課後児童クラブで利用料の徴収を行っている

　　　クラブ数（28年：19,502）に対する割合である。

3．利用料の減免の有無

15,812 （81.1%）

　注：(　　)内は放課後児童クラブで利用料の徴収を行っている

　　　クラブ数（28年：19,502）に対する割合である。

利用料の減免を行っている

利用料の徴収を行っている

クラブ数（平成 ２８ 年）

クラブ数（平成 ２８ 年）

10,000～12,000円未満

12,000～14,000円未満

14,000～16,000円未満

16,000円以上
計

2,000円未満

2,000～4,000円未満
4,000～6,000円未満

6,000～8,000円未満

8,000～10,000円未満

クラブ数（平成 ２８ 年）

１．利用料徴収・減免の有無

1,433 (89.2%)

1,170 ［81.6%］
注1：(　　)内はクラブ実施市町村数(28年1,606)に対する割合である。

注2：[    ]内は利用料の徴収を行っている市町村数(28年:1,433)に対する割合である。

２．利用料減免の対象（複数回答）

854 (53.2%) ［73.0%］

414 (25.8%) ［35.4%］
125 (7.8%) ［10.7%］

287 (17.9%) ［24.5%］

402 (25.0%) ［34.4%］

632 (39.4%) ［54.0%］

431 (26.8%) ［36.8%］

92 (5.7%) ［7.9%］
注1：(　　)内はクラブ実施市町村数(28年1,606)に対する割合である。

注2：［   ］内は利用料の減免を行っている市町村数（28年:1,170）に対する割合である。

３．所得額による利用料加算の有無

78 (4.9%)

注：(　　)内はクラブ実施市町村数(28年1,606)に対する割合である。

市町村数(平成 ２８ 年)
一定水準以上の所得のある世帯等につ

いて、利用料の加算を行っている

所得税非課税・市町村民税課税世帯

就学援助受給世帯

ひとり親世帯

兄弟姉妹利用世帯

その他市町村が定める場合

その他クラブが定める場合

利用料の減免を行っている

市町村数(平成 ２８ 年)

生活保護受給世帯

市町村民税非課税世帯

市町村数(平成 ２８ 年)

利用料の徴収を行っている
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放課後児童クラブにおける障害児の受入れ推進について

【障害児の受入れ推進のための国の補助】

＜運営費＞
○放課後児童クラブに対し運営経費に係る補助を実施しているが、障害児を受け

入れるクラブには、個々の障害の程度等に応じた適切な対応が必要なことから、
専門的知識等を有する指導員を配置するために必要な経費を、上乗せ補助して
いる。
※１支援の単位当たり加算補助額（年額）：１，７９６千円（平成２９年度予算）

○障害児３人以上の受入れを行う場合については、更に1名を配置するために

必要な経費の補助を行う。（質の向上）【障害児受入強化推進事業】

※１支援の単位当たり加算補助額（年額）：１，７９６千円（平成２９年度予算）

＜整備費＞

○障害児を受け入れるために必要なバリアフリー等の改修経費についても補助。

※補助額：１，０００千円（平成２９年度予算）

○ 障害児の受入れクラブ数及び受入れ児童数は、年々、着実に増加。※平成２８年５月現在 １２，９２６クラブ、３３，０５８人

○ 平成２８年においては、それぞれの調査開始時と比較して、障害児受入れクラブ数が約３．２倍・障害児数が約３．６倍に増
加。

【障害児受入れクラブ数及び障害児数の現状及び推移】

（注１）各年５月１日現在（育成環境課調）（平成２８年１０月１日以降総務課少子化総合対策室調）
（注２） （ ）内は、全クラブ数に占める割合、［ ］内は全登録児童数に占める割合
（注３）クラブ数は平成１５年から、障害児数は平成１６年から調査

［障害児受入れ推進に係る補助事業の沿革］

平成１３年度 障害児受入促進試行事業の創設

［障害児を４人以上受け入れるクラブへの加算］

平成１５年度 人数要件の緩和［障害児４人以上→２人以上］

平成１８年度 人数要件の撤廃［障害児２人以上→１人以上］

平成２０年度・市町村が認めた専門的知識等を有する指導員

を各クラブに配置する補助方式へ変更

・１クラブ当たり加算補助額（年額）の大幅な増

687千円→1,421千円

平成２７年度 障害児受入強化推進事業の創設

平成２９年度予算 ・ 障害児受入強化推進事業の人数要件

の緩和 [障害児５人以上→３人以上]

・ 医療的ケア児受入のための看護職員

の配置 3,847千円

【「障害児」の対象】

○「療育手帳若しくは身体障害者手帳を
所持する児童、特別児童扶養手当証書
を所持する児童又は、手帳等を所持して
いない場合であっても、医師、児童相談
所、発達障害者支援センター等公的機関
の意見等によりこれら児童と同等の障害
を有していると認められる児童」とし、市町
村には柔軟な対応を求めている。
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76.9%

80.8%
83.2%

87.3%

82.8%

9.1%
7.9% 8.0% 7.5%

41.5%

49.3%
50.6% 50.2%

41.2%

25.7%

19.2%

14.0%

4.4%
1.8%

56.8%
59.4% 58.9%

43.0%

0.6% 0.5% 0.8% 1.7%

35.8%

39.8%

45.5%
47.0%

53.5%

8.0%

2.1% 2.0% 1.9% 1.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

小学校１年生（平成20年調査） 小学校２年生（平成21年調査） 小学校３年生（平成22年調査） 小学校４年生（平成23年調査） 小学校５年生（平成24年調査）

自宅

別居の家族・親戚の家

子どもの友だちの家

学校

放課後児童クラブ

児童館など公共施設

公園、空き地、原っぱなど

商業施設（スーパーなどの遊び場）

習い事、スポーツクラブ、学習塾等

その他

※１ 平成20 年調査（小学校１年生）は、「別居の家族・親戚の家」、「学校」、「児童館など公共施設」、「公園、空き地、原っぱなど」、「商業施設（スーパーなどの
遊び場）」の選択肢がないため、出現していない。
※２ 平成25年調査（小学校６年生）以降、「放課後に児童が過ごす場所」は調査していない。

放課後に児童が過ごす場所
○ 放課後に児童が過ごす場所について、小学校１年生では、約１／４が「「放課後児童クラブ」を選択している。また、年代が上が

るに連れて「習い事、スポーツクラブ、学習塾等」の割合が高くなり、「放課後児童クラブ」の割合が低くなっている。

出典：２１世紀出生児縦断調査（第７回～第11回） 複数回答
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放課後児童クラブに係る主な意見・提言など
○ ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）

３．「希望出生率1.8」に向けた取組の方向

（１）子育て・介護の環境整備
（放課後児童クラブ・放課後子供教室の整備及び一体実施）

共働き家庭等のいわゆる小１の壁を打破するとともに次代を担う人材を育成するため、平成31年度末（2019年度末）までに
放課後児童クラブ30万人の追加的な受け皿整備を進め、全小学校区に当たる約２万か所で放課後児童クラブと放課後子供
教室を連携して事業実施し、その半分に当たる約１万か所で一体として事業実施する。さらに、放課後児童クラブについて、経
験等に応じた職員の処遇改善や業務負担軽減対策を進めるとともに、追加的な受け皿整備を平成30年度末（2018年度末）
に前 倒して実現するための方策を検討する。なお、処遇改善に当たっては、予算措置が執行面で適切に賃金に反映されるよ
うにする。

○ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）

８ 子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労

（１）子育て･介護と仕事の両立支援策の充実・活用促進
あわせて、「小１の壁」打破に向けて、放課後児童クラブの受け皿整備とともに、処遇改善等を進める。

○ 規制改革実施計画（平成29年6月9日閣議決定）

Ⅱ 分野別実施事項
４ 医療・介護・保育分野
（２）個別実施事項

⑧ 保育所等の利用に要する就労証明書の見直し
35 保育所等の利用に要する就労証明書の標準的様式の作成
あわせて、育児休業証明書、復職証明書、放課後児童クラブ利用申請のための就労証明書など、保育所等の利用のた

め雇用主が作成する他の証明書についても、上記の標準的様式を活用するよう、地方自治体に要請する。 23



○ 未来投資戦略２０１７（平成29年6月9日）

Ⅲ 女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備
（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

① 幼児保育・保育・子育て支援の「量的拡充」及び「質の向上」
「少子化対策大綱」（平成27年3月20日閣議決定）に基づき、消費税財源から確保する0.7兆円程度を含め1兆円程度の

財源を確保し、子ども・子育て支援制度における幼児教育・保育・子育て支援の「量的拡充」及び「質の向上」を図る。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2017について（平成29年6月9日閣議決定）

第２章 成長と分配の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題
１．働き方改革と人材投資を通じた生涯現役社会の実現
（１）働き方改革

④ 病気の治療、子育て・介護等と仕事の両立、障害者就労の推進
今後の待機児童の改善状況等も踏まえ、2018年度（30年度）以降の保育の受け皿について子育て安心プランに基づ取

組を推進するとともに、総合的な人材確保対策を講ずる。あわせて、放課後児童クラブについて、受け皿整備等を進め
る。

（３）少子化対策、子ども・子育て支援
また、空き教室等を活用し、放課後児童クラブや放課後子供教室等の整備を進める。
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（１）提 案 事 項 （ 事 項 名 ） ： 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準に係る「従うべき基準」の廃止
又は参酌化。

提 案 団 体 ： 全国知事会、全国市長会、全国町村会
求める措置の具体的内容 ： 放課後児童健全育成事業に従事する者の資格及びその員数について、「従うべき基準」

とされているものを、廃止又は参酌すべき基準に見直すこと。

（２）提 案 事 項 （ 事 項 名 ） ： 放課後児童支援員の要件の緩和
提 案 団 体 ： 豊川市、半田市、出雲市他
求める措置の具体的内容 ： 児童福祉事業又は放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した経験があり、放

課後児童支援員となる場合に、高等学校卒業者等の要件の範囲を中学校卒業者まで
拡大する。

（３）提 案 事 項 （ 事 項 名 ） ： 放課後児童支援員の配置数の緩和
提 案 団 体 ： 岐阜県、本巣市
求める措置の具体的内容 ： 中山間地域において、放課後児童支援員１人で実施可能とする。

○平成29年度 地方分権改革に関する提案募集 提案事項（平成29年２月21日から６月６日）
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（４）提 案 事 項 （ 事 項 名 ） ： 放課後児童クラブの職員配置要件の緩和

提 案 団 体 ： 岐阜県、中津川市

求める措置の具体的内容 ： 併設する学校職員等との連携により放課後児童支援員１人で放課後児童クラブを実施
可能とする。

（５）提 案 事 項 （ 事 項 名 ） ： 児童厚生員に対する放課後児童支援員の資格要件の緩和

提 案 団 体 ： 出雲市

求める措置の具体的内容 ： 児童厚生員に対する放課後児童支援員の資格要件の緩和

○ 国と地方の協議の場（平成29年度第２回） （平成29年10月26日）

地方創生、地方分権改革の推進について

Ⅱ 地方分権の着実な推進

更なる権限移譲、義務付け・格付けの見直し

○ 特に、放課後児童クラブについては、もともと地方が国に率先して地域の実情に応じて実施してきたところである
が、国が子ども･子育て支援新制度を始めるに当たり、従事する者の資格や配置に関する基準を新たに「従うべき基
準」として定め、地方の裁量を限定した。地域の実情に合わない基準で一律に地方を拘束した結果、放課後児童クラ
ブの設置促進及び定員拡大や合理的な運営を行う上で多くの支障が生じていることから、速やかに「参酌すべき基
準」化等を行い、放課後児童クラブの充実を図ることができるようにすること。
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総合的な放課後対策について



新たな「放課後子ども総合プラン」の策定

政府における放課後対策に関する主な経緯

【平成26年５月28日：産業競争力会議 課題別会合】

～田村厚生労働大臣・下村文部科学大臣より「放課後子ども総合プラン」の策定方針を提示～

【平成26年６月24日：「日本再興戦略」改訂２０１４―未来への挑戦（閣議決定）】
いわゆる「小１の壁」を打破し次代を担う人材を育成するため、「待機児童解消加速化プラン」に加えて、「放課後子ども

総合プラン」を策定し、2019年度末までに30万人の放課後児童クラブの受け皿を拡大する。あわせて、１万か所以上の
場所で、放課後児童クラブと放課後子供教室の一体化を行う。

放課後子どもプランの推進（平成１９年度から実施）

放課後児童クラブ（厚生労働省）と放課後子供教室（文部科学省）の連携を推進

【主な成果】市町村毎の運営委員会への教育委員会及び福祉部局担当者の参画や、両事業の指導者研修の合同開催等
【主な課題】放課後児童クラブと放課後子供教室を別々に行うなど連携が不十分

平成26年７月31日 「放課後子ども総合プラン」の策定・公表（地方自治体に両省から通知）平成26年７月31日 「放課後子ども総合プラン」の策定・公表（地方自治体に両省から通知）

【平成26年５月22日：安倍総理大臣 一体型施設を視察】

放課後児童クラブと放課後子供室の一体型施設である、横浜市立中丸小学校「放課後キッズクラブ」を視察。視察

終了後、「放課後子どもプランを更に拡充し、５年間で放課後児童クラブの約３０万人分の受け皿を確保する」旨発言。

【平成26年３月19日：経済財政諮問会議・産業競争力会議 合同会議】

安倍総理から、「小１の壁」の打破のため、下村文部科学大臣、田村厚生労働大臣が協力し、両省の関連施策の一体

運用、学校の校舎の徹底活用などを検討し、学童保育等を拡大するためのプランの策定について指示。
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「放課後子ども総合プラン」の推進

実施場所
小学校 ５３．７％、その他（児童館、公的施設
など）４６．３％（平成２８年５月）

実施か所数
(クラブ児童数)

２３，６１９か所（1,093,085人）（平成２8年５月）１６，０２７か所（平成２８年１０月）

趣 旨

小学校 ７５．５％、その他（公民館、中学校な
ど）２４．５％（平成２８年１０月）

すべての子供を対象として、学習支援や多様なプロ
グラムを実施

共働き家庭などの小学校に就学している児童を対象として、
放課後に適切な遊びや生活の場を提供

放課後子供教室 （文部科学省） 放課後児童クラブ （厚生労働省）

Ｈ29予算 64.3億円の内数（28予算額：62.9億円の内数） 725.3億円（28予算額：574.8億円）

○共働き家庭等の「小1の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学児童が放課後
等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、一体型を中心とした放課後児童クラブ
及び放課後子供教室の計画的な整備等を進める

趣旨・目的

■放課後児童クラブについて、約30万人分
を新たに整備（約94万人⇒約122万人）

■新規開設分の約80％を小学校内で実施

取組の現状

以上を一体型で実施

■全小学校区（約２万か所）で両事業を一
体的に又は連携して実施し、うち１万か所
以上を一体型で実施

【４つの推進方策】【４つの推進方策】

○市町村行動計画等に
基づく計画的な整備

○学校施設の徹底活用

○共通プログラムの充実

○総合教育会議の活用
による総合的な
放課後対策の充実

（平成２６年７月３１日策定・公表）

「放課後子ども総合プラン」に掲げる
国全体の目標（平成３１年度末まで）

今後の方向性

追加的な受け皿整備を平成30年

度末(2018年度末)に前倒して

実現するための方策を検討

ニッポン一億総活躍プラン
（平成28年6月2日閣議決定）

【抜粋】

ニッポン一億総活躍プラン
（平成28年6月2日閣議決定）

【抜粋】

（一体型）３，７９９カ所（平成２８年５月）
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○共働き家庭等も含めた全ての就学児童を対象に、共通の活動場所において多様な共通プログラムを実施

○活動場所は学校の余裕教室や特別教室（家庭科室や理科室、ランチルーム等）、学校敷地内の専用施設等の安
心・安全な活動場所を活用

１７：００まで

一体型のイメージ

一体型とは

家 庭

児童の放課後の様
子や学校での様子
などについて、日
常的・定期的に情
報共有

【放課後児童クラブの児童も含めた
全ての児童を対象とする共通プログラムの実施】

・学習支援（宿題の指導、予習・復習、補充学習等）
・多様な体験プログラム（実験・工作教室、英会話、文化・芸術教室等）
・スポーツ活動（野球、サッカー、一輪車）など

プログラムを実施する際は
体育館や特別教室などの

学校施設も活用

一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室の取組（ある自治体の例を参考に作成）

※放課後子供教室の開催日数は、各地域の実情等に応じて実施

学校の教職員
【学校の敷地内等にて実施】

＊希望する全ての児童を対象

学習支援など
多様な

プログラムの
実施

放課後子供教室 （学習・体験活動の場）放課後児童クラブ （生活の場）

＊共働き世帯等の児童を対象

健康管理

余暇指導

生活支援

希望する
放課後

児童クラブ
の児童も参加

連 携

連 携

１９：００まで

○宿題、遊び、休息など、児童の体調、日課
等に合わせて自主的に過ごす

○基本的生活習慣についての援助、自立に
向けた手助け

○おやつの提供

授業終了後

・連絡帳のやりとり
・お迎え時の日常的な会話
・養育に関する相談支援 など 30



放課後児童クラブと放課後子供教室の一体型・連携型の実施に向けた推進イメージ

一体型 連携型

※放課後児童クラブと放課後子供教室の実施場所が逆の場合も同様に考える。

※一体型とは、放課後児童クラブと放課後子供教室の児童が、同一の小学校内等の活動場所において、放課後子供教室開催時に共通プログラムに参加できるものをいう。

※連携型とは、放課後児童クラブと放課後子供教室の活動場所の少なくとも一方が小学校内等以外の場所にあって、放課後子供教室が実施する共通プログラムに、放課後
児童クラブの児童が参加できるものをいう。

平成26年12月26日現在

その他

児童クラブ

小学校の敷地内

子供教室

児童クラブ

◇隣接または通りを
挟んだ向かいなど

小学校に
隣接

小学校の
敷地内

子供教室

放課後子供教室の
実施がない

児童
クラブ

児童
クラブ

小学校の敷地内

子供
教室

児童クラブ

小学校の
敷地内

小学校の
敷地外

子供教室
児童
クラブ

小学校の
敷地内

小学校の
敷地外

子供
教室

小学校の
敷地外

児童クラブ

小学校の
敷地外

子供教室

小学校の
敷地外

児童
クラブ

小学校の
敷地外

子供
教室

児童クラブ

小学校の
敷地内

小学校の
敷地外

子供教室
児童
クラブ

小学校の
敷地外

子供
教室

小学校の
敷地内

放課後児童クラブの児童が放課後子供教室の共通
プログラムに参加できる状況

一体型・連携型の実施に向けた推進イメージ

放課後児童クラブ
の実施がない

子供
教室

共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよ
う、一体型を中心とした放課後児童クラブと放課後子供教室の計画的な整備等を進める。

平成３１年度末までに放課後児童クラブと放課後子供教室を全小学校区(2万か所)で一体的に又は連携して実施し、うち1万か所以上を一体型として実施を目指す。

「放課後子ども総合プラン」

※小学校の敷地内等
で両事業が実施される
場合は一体型に移行

（引き続き、連携型で実
施することも可）

（平成26年7月策定）
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認定資格研修



放課後児童支援員に係る都道府県認定資格研修ガイドラインの概要

○ 本ガイドラインは、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（平成２６年厚生労働省令第６３号。以下「基準」という。）
に基づき、基準第１０条第３項の各号のいずれかに該当する者が、放課後児童支援員として必要となる基本的生活習慣の習得の援助、
自立に向けた支援、家庭と連携した生活支援等に必要な知識及び技能を習得し、有資格者となるための都道府県知事が行う研修（以下
「認定資格研修」という。）の円滑な実施に資するために策定するもの。

○ 認定資格研修は、一定の知識及び技能を有すると考えられる基準第１０条第３項の各号のいずれかに該当する者が、放課後児童健全
育成事業（放課後児童クラブ）に従事する放課後児童支援員として必要な知識及び技能を補完し、新たに策定した基準及び放課後児童
クラブ運営指針（平成２７年３月３１日雇児発０３３１第３４号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づく放課後児童支援員としての
役割及び育成支援の内容等の共通の理解を得るため、職務を遂行する上で必要最低限の知識及び技能の習得とそれを実践する際の基本
的な考え方や心得を認識してもらうことを目的として実施するもの。

基本的考え方

研修内容等

事 項 主 な 内 容

実施主体 都道府県 （都道府県が認定資格研修を実施する上で適当と認める市区町村、民間団体等に一部委託可）

研修内容・時間数 次項のとおり（１６科目２４時間）（都道府県の実情に応じて研修科目等を追加しての実施も可）。

修了の認定・
修了証の交付

都道府県は、認定資格研修の全科目を履修し、放課後児童支援員としての必要な知識及び技能を習得したと認めら
れる者に対して、修了の認定を行い、「放課後児童支援員認定資格研修修了証」を都道府県知事名で交付

認定の取消 都道府県は、認定を受けた者が、次の事由に該当すると認められる場合、当該者の認定者名簿からの削除が可能。
① 虚偽又は不正の事実に基づいて認定を受けた場合
② 虐待等の禁止（基準第１２条）に違反した場合
③ 秘密保持義務（基準第１６条第１項）に違反した場合
④ その他放課後児童支援員としての信用失墜行為を行った場合 など

研修会参加費用 資料等に係る実費相当部分、研修会場までの受講者の旅費及び宿泊費については、受講者又は運営主体が負担。

費用に対する支
援

国は、都道府県に対して、認定資格研修の実施に要する経費について、別に定めるところにより補助。
（※）認定資格研修を受講する際の代替職員の雇上げ経費及び研修会場までの旅費については、運営費に計上。

【「放課後児童支援員等研修事業実施要綱」（平成２７年５月２１日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）より】
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認定の仕組み（都道府県の事務の主な流れ）

認定資格研修の実
施

認定資格研修修了→認定→修了証交付

認定者名簿の作成・管理
【永年保存】

全
国
共
通
で
通
用
す
る

修
了
証
と
し
て
位
置
づ
け

※個人情報の保護に十分留意

受講資格等の確認

市区町村 都道府県

連
携
・協
力

基準第１０条
第３項第９号

の認定は
市区町村が

実施

受講申込書の提出

修
了
前
に
、
他
の
都
道

府
県
に
転
居
又
は
病
気

等
で
欠
席
し
た
場
合

既
修
了
科
目
は
履
修
し

た
も
の
と
み
な
し
、
一

部
科
目
修
了
証
を
交

付 未
修
了
科
目
を
他
の
都

道
府
県
等
で
履
修

全
国
共
通
の

「
認
定
者
名
簿

管
理
シ
ス
テ
ム
」

を
導
入

１．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の理解 【４．５時間（90分×3）】
① 放課後児童健全育成事業の目的及び制度内容
② 放課後児童健全育成事業の一般原則と権利擁護
③ 子ども家庭福祉施策と放課後児童クラブ

２．子どもを理解するための基礎知識 【６．０時間（90分×4）】

④ 子どもの発達理解
⑤ 児童期（６歳～１２歳）の生活と発達
⑥ 障害のある子どもの理解
⑦ 特に配慮を必要とする子どもの理解

３．放課後児童クラブにおける子どもの育成支援 【４．５時間（90分×3）】

⑧ 放課後児童クラブに通う子どもの育成支援
⑨ 子どもの遊びの理解と支援
⑩ 障害のある子どもの育成支援

４．放課後児童クラブにおける保護者・学校・地域との連携・協力

【３時間（90分×2）】

⑪ 保護者との連携・協力と相談支援
⑫ 学校・地域との連携

５．放課後児童クラブにおける安全・安心への対応 【３時間（90分×2）】

⑬ 子どもの生活面における対応
⑭ 安全対策・緊急時対応

６．放課後児童支援員として求められる役割・機能 【３時間（90分×2）】

⑮ 放課後児童支援員の仕事内容
⑯ 放課後児童クラブの運営管理と運営主体の法令の遵守

合計 ２４時間（１６科目）

放課後児童支援員に係る都道府県認定資格研修の項目・科目及び時間数
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放課後児童クラブ運営指針について
（平成２７年３月３１日策定・公表）



「放課後児童クラブ運営指針」策定の経緯及びポイント

○ 放課後児童クラブについては、平成19年に「放課後児童クラブガイドライン」を策定し、運営するに当たって必要な基本的
事項を示すことで、各市町村における質の向上を図るための取組を進めてきたところである。

○ 平成24年の児童福祉法の改正により、市町村は、国が省令で定める設備及び運営の基準を踏まえて条例で基準を定め
なければならないこととされ、国において、平成26年4月に「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成
26年厚生労働省令第63号）」を策定し、全国的に一定水準の質の確保に向けた取組をより一層進めることとした。

○ 平成27年4月からは、省令基準を踏まえて各市町村において策定される条例に基づき、放課後児童クラブが運営されること
になるが、その運営の多様性を踏まえつつ、放課後児童クラブにおいて集団の中で子どもに保障すべき生活環境や運営内容
の水準を明確化し、事業の安定性及び継続性を確保していくことが必要である。

○ このため、「放課後児童クラブガイドライン」を見直し、国として運営及び設備に関するより具体的な内容を定めた運営指針
を新たに策定することとした。

策定の必要性

策定の３つの視点

① 放課後児童クラブの運営実態の多
様性を踏まえ、「最低基準」としてでは
なく、望ましい方向に導いていくための
「全国的な標準仕様」としての性格を
明確化

② 子どもの視点に立ち、子どもの最善
の利益を保障し、子どもにとって放課
後児童クラブが安心して過ごせる生活
の場となるように、放課後児童クラブ
が果たすべき役割を再確認し、その役
割及び機能を適切に発揮できるような
観点で内容を整理

③ 子どもの発達過程や家庭環境など
も考慮して、異なる専門性を有して
従事している放課後児童支援員等が
子どもとどのような視点で関わることが
求められるのかという共通の認識を
得るために必要となる内容を充実

省令基準及び運営指針に沿った一定水準の質を確保した放課後児童クラブの全国展開を図る 36



① 放課後児童クラブの特性である「子どもの健全な育成と遊び及び生活の支援」を「育成支援」と定義し、その育成支援の

基本的な考え方等を第１章の総則に新たに記載

運営指針の４つのポイント

② 児童期の発達の特徴を３つの時期区分ごとに整理するとともに、子どもの発達過程を踏まえて集団の中での子ども同士

の関わりを大切にして育成支援を行う際の配慮すべき事項等を第２章に新たに記載

③ 放課後児童クラブにおける「育成支援」の具体的な内容を子どもの立場に立った観点から網羅的に記載するとともに、

障害のある子どもや特に配慮を必要とする子どもへの対応については、より具体的な受入れに当たっての考え方や留意
すべき点なども加味して、第３章に新たに記載

④ 運営主体が留意すべき点として、子どもや保護者の人権への配慮、個人情報や守秘義務の遵守及び事業内容の向上に

関することなど、放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理等について、第７章に新たに記載

○ 「放課後児童クラブ運営指針」の策定に当たっては、国の調査委託事業の中で、見直しに関する委員会及びＷＧを設置して検討を行い、平成27年
2月に報告書の提出を受け、本報告書の内容等を踏まえ、「放課後児童クラブ運営指針」を策定した。

委員会等のメンバーは、以下のとおり。 （五十音順、敬称略、◎は座長、○はＷＧ座長、＊はＷＧメンバー）

氏 名 所 属 氏 名 所 属
秋元 紀子＊

飯野 美伽＊

岡部 浩
尾木 まり＊

小野 さとみ＊

◎柏女 霊峰

文京区男女協働子育て支援部児童青少年課
湯島児童館 主査 育成室担当
目黒区子育て支援部子ども家庭課子ども家庭係
母子自立支援員・婦人相談員
千葉県浦安市こども部青少年課長
有限会社エムアンドエムインク
子どもの領域研究所所長
東京都町田市南大谷学童保育クラブ 主任指導員
淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科教授

佐藤 晃子＊

田丸 敏高
中川 一良＊

○野中 賢治＊

柳澤 邦夫

＜事務局＞
山岡 由加子＊

九州産業大学非常勤講師
福山市立大学教育学部児童教育学科教授
社会福祉法人健光園 京都市北白川児童館館長
鎌倉女子大学非常勤講師
栃木県上三川町立北小学校長

みずほ情報総研株式会社
社会政策コンサルティング部福祉・労働課
上席課長 37



○ 第１章から第７章までの構成で、放課後児童クラブにおける育成支援の内容や運営に関する留意すべき事項などを網羅的に記載し、
運営していく上での基本的な事項を定めている。

○ 各放課後児童クラブは、この運営指針を踏まえ、それぞれの実態に応じて創意工夫を図り、質の向上と機能の充実に努めていく。

運営指針の構成

「放課後児童クラブ運営指針」の概要①

１．総則 ２．放課後児童健全育成事業の役割 ３．放課後児童クラブにおける育成支援の基本

第１章 総則

放課後児童クラブ運営指針の趣旨と育成支援の基本的な考え方を示し、全体像を理解できる内容を規定

1.子どもの発達と児童期 2..児童期の発達の特徴 3.児童期の発達過程と発達領域 4.児童期の遊びと発達 5.子どもの発達過程を踏まえた育成支援における配慮事項

第２章 事業の対象となる子どもの発達

児童期（6～12歳）の発達の特徴を3つの時期区分ごとに整理し、育成支援に当たって配慮すべき内容を規定

１．施設及び設備 ２．衛生管理及び安全対策

省令基準に基づく施設及び設備の環境整備と感染症や事故
などへの対応方法等の具体的な内容を規定

第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策

１．放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理
２．要望及び苦情への対応 ３．事業内容向上への取り組み

第７章 職場倫理及び事業内容の向上

運営主体の責務と放課後児童支援員等の倫理意識の自覚、
研修等の事業内容向上の取組内容を規定

１．職員体制 ２．子どもの集団の規模 ３．開所時間及び開所日
４．利用の開始等に関わる留意事項 ５．運営主体
６．労働環境整備 ７．適正な会計管理及び情報公開

第４章 放課後児童クラブの運営

１．学校との連携 ２．保育所、幼稚園等との連携 ３．地域、関係機関
との連携 ４．学校、児童館を活用して実施する放課後児童クラブ

第５章 学校及び地域との関係

省令基準に基づく職員体制や集団の規模等の具体的な内容を規定 連携に当たっての情報交換等の必要性や方法等の内容を規定

１．育成支援の内容 ２．障害のある子どもへの対応 ３．特に配慮を必要とする子どもへの対応 ４．保護者との連携
５．育成支援に含まれる職務内容と運営に関わる業務

第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の内容

育成支援を行うに当たって子どもが主体的に過ごし、一人ひとりと集団全体の生活を豊かにしていくために必要となる援助の具体的
な方法や障害のある子どもなどに適切に対応していくために留意すべきこと、保護者との信頼関係の構築などの内容を規定

（平成２７年３月３１日策定・公表）

38



運営指針の主な内容

「放課後児童クラブ運営指針」の概要②

○ 「子どもの健全な育成と遊び及び生活の支援」を「育成支援」と定義し、その基本的考え方として、子どもが安心して過ごせる生活の場として
ふさわしい環境を整え、安全面に配慮しながら子どもが自ら危険を回避できるようにしていくとともに、子どもの発達段階に応じた主体的な遊び
や生活が可能となるように、自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等により、子どもの健全な育成を図る。

○ 放課後児童クラブの役割として、児童の権利に関する条約の理念に基づき、子どもの最善の利益を考慮して育成支援を推進し、学校や地域
の様々な社会資源との連携を図りながら、保護者と連携して育成支援を行うとともに、その家庭の子育てを支援する役割を担う。

第１章 総則

○ 放課後児童クラブでは、放課後等に子どもの発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるようにすることが求められるため、放課後
児童支援員等は、子どもの発達の特徴や発達過程を理解し、発達の個人差を踏まえて一人ひとりの心身の状態を把握しながら育成支援を行う
ことが必要である。

○ 児童期の発達の主な特徴としては、
・ ものや人に対する興味が広がり、その探求のために自らを律することができるようになる
・ 学校、地域など子どもが関わる環境が広がり、多様な他者との関わりを経験するようになる
・ 集団や仲間で活動する機会が増え、その中で規律と個性を培うとともに、他者と自己の多様な側面を発見できるようになる

○ 児童期の発達過程は個人差が大きく、目安として、おおむね６歳～８歳（低学年）、９歳～10歳（中学年）、11歳～12歳（高学年）の３つの時期に
区分して捉え、その発達過程を踏まえ、子ども一人ひとりの心身の状態を把握しながら、集団の中での子ども同士の関わりを大切にして育成
支援を行うことが求められる。

第２章 事業の対象となる子どもの発達

○ 放課後児童クラブは、年齢や発達の状況が異なる多様な子ども達が一緒に過ごす場であり、放課後児童支援員等には、それぞれの子どもの
発達の特徴や子ども同士の関係を捉えながら適切に関わることで、一人ひとりと集団全体の生活を豊かにすることが求められる。

○ 育成支援に当たって、放課後児童支援員等に求められる主な内容は以下のとおり。

第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の内容

①子どもが自ら進んで放課後児童クラブに通い続けられるようにする援助 ②子どもの出欠席と心身の状態を把握した適切な援助
③子ども自身が見通しを持って主体的に過ごせるようにする援助 ④日常生活に必要となる基本的な生活習慣を習得できるようにする援助
⑤子どもが発達段階に応じた主体的な遊びや生活ができるようにする援助 ⑥子どもが自分の気持ちや意見を表現できるようにする援助
⑦子どもにとって放課後の時間帯に栄養面や活力面から必要とされるおやつの適切な提供
⑧子どもが安全に安心して過ごすことができるような環境の整備や緊急時に適切な対応ができるようにする援助
⑨放課後児童クラブでの子どもの様子を日常的に保護者に伝え、家庭と連携した育成支援 39



「放課後児童クラブ運営指針」の概要③

○ 障害のある子どもへの対応については、包容・参加（インクルージョン）の考え方に立ち、放課後児童クラブを利用する機会が確保されるように
適切な配慮及び環境整備を行い、可能な限り受入れに努めるとともに、放課後児童クラブでの子ども達との生活を通して共に成長できるように、
見通しを持って計画的な育成支援を行う。

○ 児童虐待が疑われる場合には、放課後児童支援員等は各自の判断だけで対応することは避け、運営主体の責任者と協議の上で、市町村
又は児童相談所に速やかに通告し、関係機関と連携して適切な対応を図らなければならない。

○ 放課後児童支援員等は、子どもの家庭環境についても配慮し、家庭での養育について特別の支援が必要な状況を把握した場合には、子ども
と保護者の安定した関係の維持に留意しつつ、市町村や関係機関と連携して適切な支援につなげるように努める。

○ 子どもの遊びや生活の様子を日常的に保護者に伝え、子どもの状況について家庭と情報を共有するとともに、育成支援を通じて保護者との
信頼関係を築くことに努める。

○ 放課後児童クラブには、年齢や発達の状況が異なる子どもを同時にかつ継続的に育成支援を行う必要があること、安全面での管理が必要で
あること等から、支援の単位ごとに２人以上の放課後児童支援員等を置くこととし、その勤務時間については、子どもの受入れ準備や打合せ、
育成支援の記録作成等、開所時間の前後に必要となる時間を前提として設定されることが求められる。

○ 子ども集団の規模（支援の単位）は、子どもが相互に関係性を構築したり、１つの集団としてまとまりをもって共に生活したり、放課後児童支援
員等が個々の子どもと信頼関係を築いたりできる規模として、おおむね40人以下とする。

○ 開所時間については、学校の授業の休業日は１日につき８時間以上、それ以外の日は１日につき３時間以上、開所日については、１年につき
250日以上を原則として、保護者の就労時間、学校の授業の終了時刻その他の地域の実情等を考慮して、当該放課後児童クラブごとに設定
するが、新１年生については、保育所との連続性を考慮し、４月１日より受け入れを可能にする必要がある。

○ 運営主体は、利用を希望する保護者等に必要な情報を提供するとともに、新１年生の環境変化に配慮して、利用の開始の前に、子どもや家庭
の状況、保護者のニーズ及び放課後児童クラブでの過ごし方について十分に保護者等と情報交換することが求められる。

○ 運営主体は、放課後児童支援員等の労働実態や意向を把握し、放課後児童支援員等が健康で意欲を持って就業できるように、労働環境の
整備に努める必要がある。

第４章 放課後児童クラブの運営

○ 子どもの生活の連続性を保障するために、学校との情報交換や情報共有、職員同士の交流等を、日常的、定期的に積極的に行い、その実施
に当たっては、個人情報の保護や秘密の保持についてあらかじめ取り決めておく。

○ 新１年生の子どもの発達と生活の連続性を保障するために、保育所、幼稚園等と子どもの状況について情報交換や情報共有を行う。

第５章 学校及び地域との関係
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「放課後児童クラブ運営指針」の概要④

○ 運営主体は、社会的信頼を得るとともに、法令を遵守し、子どもや保護者の人権に十分配慮しながら、一人ひとりの人格を尊重するなど、すべ
ての放課後児童支援員等が職場倫理を自覚して職務に当たるように組織的に取り組む必要がある。

○ 放課後児童支援員等は、仕事を進める上での倫理を自覚して、育成支援の内容の向上に努めなければならない。

○ 子どもや保護者等からの要望や苦情に対しては、迅速かつ適切に、誠意を持って対応し、その内容や対応について職員間で共有する。

○ 放課後児童支援員等は、情報交換や情報共有を図り、事例検討を行うなど相互に協力して自己研鑽に励み、育成支援に当たっての課題等に
ついて意見交換を行うことにより、事業内容を向上させるように努める。

○ 運営主体は、職場内での教育訓練や研修のみならず、職場を離れての研修の機会を確保し、その参加を保障するとともに、職員が自発的、
継続的に研修に参加できるように、研修受講計画を策定するなどに取り組んでいくことが求められる。

○ 運営主体は、その運営の内容について自己評価を行い、その結果を公表するように努め、評価を行う際には、子どもや保護者の意見を取り
入れて行うことが求められるとともに、評価の結果については、職員間で共有し、事業内容の向上に生かす。

○ 放課後児童クラブには、子どもが安全に安心して過ごし、体調の悪い時等に静養することができる生活の場としての機能と、遊び等の活動
拠点としての機能を備えた専用区画が必要であり、その面積は、子ども１人につきおおむね1.65㎡以上を確保し、室内のレイアウトや装飾、
採光等にも配慮し、子どもが心地よく過ごせるように工夫することが求められる。

○ 衛生及び安全が確保された設備を備え、生活に必要な備品、遊具及び図書を備える。また、日常の衛生管理に努め、医療品を備える。

○ 事故やケガを防止するために、室内及び屋外の環境の安全性について毎日点検し、必要な補修等を行うとともに、その防止に向けた対策や
発生時の対応に関するマニュアルを作成し、放課後児童支援員等の間で共有する。

○ おやつの提供に際して、食物アレルギー事故、窒息事故等を防止するため、放課後児童支援員等は応急対応について学んでおく。

○ 運営主体は、市町村との連携のもとに災害等の発生に備えて具体的な計画及びマニュアルを作成し、定期的に（少なくとも年２回以上）訓練を
行うなどして適切かつ迅速に対応できるようにしておく。また、外部からの不審者等の侵入防止の措置や訓練などの対応を図る。

第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策

第７章 職場倫理及び事業内容の向上

○ 放課後児童クラブに通う子どもの生活について地域の協力が得られるように、自治会・町内会や民生委員・児童委員（主任児童委員）等の
地域組織や子どもに関わる関係機関等と情報交換や情報共有、相互交流を図るとともに、事故、犯罪、災害等から子どもを守るため、地域住民
と連携、協力して子どもの安全を確保する取り組みを行う。

○ 児童館の中で実施する場合は、放課後児童クラブに通う子どもの育成支援の環境及び水準が担保されるようにする。
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「放課後児童クラブ運営指針解説書」の概要

○平成24年の児童福祉法の改正により、市町村は、国が省令で定める設備及び運営の基準を踏まえて条例で基準を定めること
とされ、国において、平成26年4月に「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第63号）」
を策定。

○放課後児童クラブの運営の多様性を踏まえつつ、放課後児童クラブにおいて集団の中で子どもに保障すべき生活環境や運営
内容の水準を明確化し、事業の安定性及び継続性を確保していくため、国として運営及び設備に関するより具体的な内容を定め
た「放課後児童クラブ運営指針（平成27年3月厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）」を策定し、全国的に一定水準の質の確
保に向けた取組をより一層進めることとした。

○さらに、運営指針の内容が広く事業者（運営主体）及び実践者に浸透し、その趣旨が正確に理解されるよう厚生労働省において
「放課後児童クラブ運営指針解説書」を策定することとし、国の調査研究事業として、みずほ情報総研株式会社に委託。淑徳大学
の柏女教授を座長とし、有識者、自治体担当者、現場関係者等を委員とした検討委員会の議論を経て調査報告書が提出された
（平成28年12月）。平成29年３月末に厚生労働省より正式に「解説書」を発出。

解説書策定の背景

➀運営指針の「策定の３つの視点」に準じて作成。

➁各クラブによる育成支援の創意工夫が子どもの最善の利益に役立つものになるよう、基準と運営指針の記載事項の趣旨を正確に
伝えるため、各事項の背景や趣旨・目的等について解説。

➂放課後児童クラブの関係者だけでなく、広く子どもの放課後の遊びと生活に関わる方々に活用されることを想定。

解説書の主な作成方針

運営指針策定の３つの視点

① 放課後児童クラブの運営実態の多様性を踏ま
え、「最低基準」としてではなく、望ましい方向に導
いていくための「全国的な標準仕様」としての性格
を明確化

② 子どもの視点に立ち、子どもの最善の利益を保
障し、子どもにとって放課後児童クラブが安心して
過ごせる生活の場となるように、放課後児童クラブ
が果たすべき役割を再確認し、その役割及び機能
を適切に発揮できるような観点で内容を整理

③ 子どもの発達過程や家庭環境なども考慮して、
異なる専門性を有して従事している放課後児童支
援員等が子どもとどのような視点で関わることが
求められるのかという共通の認識を得るために必
要となる内容を充実
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①できるだけ簡潔に、運営指針本文の説明や、育成支援を行う際の考え方や留意点の補足説明、取組の参考になる
関連事項等の紹介を行うように作成。

解説書の主な特徴

②育成支援について、放課後児童クラブの自主性、創意性が尊重されるように、内容の解説や育成支援を行う上で
の留意点等の方向性を示す記述としている。

○ 「放課後児童クラブ運営指針解説書」の策定に当たっては、国の調査委託事業の中で、放課後児童クラブ運営指針解説書案作成検討委
員会及びＷＧを設置して検討を行い、平成28年12月に報告書の提出を受け、本報告書の内容等を踏まえ、「放課後児童クラブ運営指針
解説書」を策定した。

委員会等のメンバーは、以下のとおり。 （五十音順、敬称略、◎は座長、○はＷＧ座長、＊はＷＧメンバー）

氏 名 所 属 氏 名 所 属

秋元 紀子＊

尾木 まり＊

小野 さとみ＊

◎柏女 霊峰
佐藤 晃子＊
佐藤 正美＊

高柳 幸志
田丸 敏高

文京区 教育委員会教育推進部 児童青少年課
目白台地区館長兼大塚児童館
育成室担当 放課後児童支援員
子どもの領域研究所 所長
特定非営利活動法人 町田市学童保育クラブ
の会 わんぱく学童保育クラブ施設責任者兼
放課後児童支援員
淑徳大学 総合福祉学部 教授
精華女子短期大学 幼児保育学科 講師
特定非営利活動法人 学童保育おおみや
東小学童保育の会 放課後児童支援員
千葉県浦安市こども部 青少年課 課長
福山市立大学 教育学部 教授

田村 明日香＊

都築 真哉

中川 一良
○野中 賢治＊

柳澤 邦夫

＜事務局＞
山岡 由加子＊
野中 美希＊
飯村 春薫＊
杉田 裕子＊
山本 沢＊

千葉県白井市大山口あおぞら第２学童保育所
放課後児童支援員
愛知県高浜市こども未来部 こども育成グルー
プリーダー
社会福祉法人健光園 京都市北白川児童館館長
一般財団法人児童健全育成推進財団 企画調査
室長
栃木県上三川町立上三川小学校 校長

みずほ情報総研株式会社
みずほ情報総研株式会社 コンサルタント
みずほ情報総研株式会社 コンサルタント
みずほ情報総研株式会社
みずほ情報総研株式会社

③根拠となる法令・通知等を＜関連法令・通知等＞、理解を深めるための参考となる資料等を＜参考情報＞、各クラブの育成
支援にいかしていくためのヒントとなる実践の具体例等を＜コラム＞として紹介。
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関連資料



児 童 館 の 概 要

○施設整備費
・平成２９年度予算

次世代育成支援対策施設整備交付金（６６億円）の
内数 ［補助率：定額（１／３相当）］

○ 児童福祉法第40条に規定する児童厚生施設の一つで、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操を
ゆたかにすることを目的とする児童福祉施設

○ 遊びを通じての集団的・個別的指導、健康の増進、放課後児童の育成・指導、母親クラブ等の地域組織活動の育成・
助長、年長児童の育成・指導、子育て家庭への相談等

１．事業の目的、内容

○児童館ガイドライン
児童館の運営や活動が地域の期待に応えるための基本

的事項を示し、望ましい方向を目指すもの（平成２３年
３月雇用均等・児童家庭局長通知）

５．公的助成２．設置状況

３．設置及び運営主体

○ 職員：児童の遊びを指導する者（児童厚生員）の
配置

○ 設備：集会室、遊戯室、図書室及び便所の設置

４．児童館の設備と職員

○ ４，６３７か所 公営：２，６８１か所
民営：１，９５６か所

＜社会福祉施設等調査（平成２８年１０月１日現在）＞

○ 都道府県、指定都市、市町村、社会福祉法人等

６．運営について

○児童館実践事例集
好事例を事例集としてとりまとめたもの（平成２５年３月）

○運営費
平成２４年度から地方交付税措置

45



44 25 84 172
544

1,417

2,117

3,517

3,840

4,154

4,420
4,577 4,611

4,673
4,693

4,716
4,718

4,700
4,689

4,360
4,345

4,318

4,617
4,598

4,598
4,613 4,637

1 0
15 144

389

1,140

1,769

2,943

3,137

3,275

3,259

3,255

3,244

3,210

3,187

3,200

3,125

3,051

3,022

2,757

2,732

2,673

2,869

2,804

2,794

2,770

2,681

43 25 69 28

155

277 348

574

703

879

1,161

1,322

1,367

1,463

1,506

1,516

1,593

1,649

1,667

1,603

1,613

1,645

1,748

1,794

1,804

1,843

1,956

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

昭

和

22

昭

和

25

昭

和

31

昭

和

35

昭

和

40

昭

和

45

昭

和

50

昭

和

60

平

成

2

平

成

7

平

成

12

平

成

13

平

成

14

平

成

15

平

成

16

平

成

17

平

成

18

平

成

19

平

成

20

平

成

21

平

成

22

平

成

23

平

成

24

平

成

25

平

成

26

平

成

27

平

成

28

総数

公営

民営

児童館数（公営・民営別）の推移
○ 児童館は、昭和40年代から50年代にかけて、高度経済成長がもたらした子どもの事故の多発やいわゆる

「かぎっ子」の増加等により急激に増加したが、その後上昇カーブは緩やかになり、ここ数年はほぼ横ばいで
推移している。

○ 公営・民営別では、公営が平成７年をピークに減少に転じているものの、民営は最近でも徐々に増えてい
る傾向にある。

※１ 社会福祉施設等調査より（各年１０月1日現在の数値）
※２ 平成２１～２３年の調査は、調査方法を変更し、調査対象施設のうち回収できなかった施設があるため、

平成２０年以前及び２４年との年次比較は適さない。

（注）児童館には、小型児童館、児童センター、大型児童館及びその他児童館を含む。
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６．運営
①設備：集会室・遊戯室等児童館活動を実施するための設備・備品を備える。
②運営主体：子どもの福祉や地域の実情を十分に理解し、安定した財政基盤

により、継続的・安定的に運営できるように努める。
③運営管理：利用する子どもの把握・保護者との連絡、運営協議会等の設置、

運営管理規程の定めと法令遵守、安全・防災対策等を行う。
職員については、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準
第38条に規程する「児童の遊びを指導する者」の資格を有する
者を２人以上置くこと。

.

５．職員
①館長

運営統括、児童厚生員の指導、他組織との連携、相談・問題解決等に努める。
②児童厚生員

地域の子育ての実態把握、子どもの成長支援・援助、育成環境の整備、児童
虐待防止等に努める。

４．家庭・学校・地域との連携
①家庭との連携

・子どもの活動の様子等から必要がある場合は、継続的に援助・支援。

②学校との連携
・問題発生時速やかに適切な対応が取れるよう、情報交換と連絡体制を整備。

③地域との連携
・地域住民への情報提供や利用の働きかけにより、連携・協力関係を構築。

３．活動内容
①遊びによる子どもの育成 ⑤地域の健全育成の環境づくり
②子どもの居場所の提供 ⑥ボランティアの育成と活動
③保護者の子育ての支援 ⑦放課後児童クラブの実施
④子どもが意見を述べる場の提供 ⑧配慮を必要とする子どもの対応

２．機能・役割
①発達の増進

子どもと長期的・継続的に関わり、遊び及び生活を通して子どもの発達の
増進を図ること。

②日常の生活の支援
子どもの遊びの拠点と居場所となり、子どもの活動の様子から必要に応じ
て家庭や地域の子育て環境の調整を図ることにより、子どもの安定した日
常の生活を支援すること。

③問題の発生予防・早期発見と対応
子どもと子育て家庭が抱える可能性のある問題の発生を予防し、かつ、早
期発見に努め、専門機関と連携して適切に対応すること。

④子育て家庭への支援
子育て家庭に対する相談・援助を行い、子育ての交流の場を提供し、地域
における子育て家庭を支援すること。

⑤地域組織活動の育成
地域組織活動の育成を支援し、子どもの育ちに関する組織や人とのネット
ワークの中心となり、地域の子どもを健全に育成する拠点としての役割を
担うこと。

１．理念と目的
①理念：「すべて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、かつ、育成され

るよう努めなければならない」という児童福祉法の理念に基づき、そ
れを地域社会の中で具現化する児童福祉施設。故に保護者をはじ
めとする地域の人々と共に子どもの育成に努めなければならない。

②目的：18歳未満のすべての子どもを対象とし、遊び及び生活の援助と地域
における子育て支援を行い、子どもを心身ともに健やかに育成する。

「児童館ガイドラインについて」（平成２３年３月３１日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）ガイドラインの概要

○ 児童館の運営や活動が地域の期待に応えるための基本的事項を示し、望ましい方向を目指すもの。

○ 本ガイドラインを参考にして、常に児童館における活動や運営の向上を図る。

趣 旨
児童館ガイドラインについて
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○ 地域の学生や教員ＯＢ等のボランティア等であって、ひとり親家庭の子どもの福祉の向上に理解と熱意を有する支援員を
配置して、子どもに対して適切な生活支援や学習支援等を行うとともに、子どもの良き理解者として悩み相談や進学相談等に
応じる。

○ 食事の提供を行う場合には、食育の観点に配慮するとともに、衛生管理等に十分配慮する。また、食材の確保には、地域の
農家、フードバンク等の協力を得る。
（食材費は、実費徴収可）

○ 支援員の募集・選定・派遣調整、教材作成等を
行うコーディネーターや、支援員の指導・調整、
運営管理等を行う管理者を配置する。

子どもの生活・学習支援事業（居場所づくり）

地域の支援スタッフ
（学生・教員OB等）

＜実施場所＞
児童館、公民館、民家等

学習支援 食事の提供

＜支援の内容（例）＞

遊び等の諸活動 調理実習

※平成28年度から実施

4８

○ ひとり親家庭の子どもが抱える特有の課題に対応し、貧困の連鎖を防止する観点から、放課後児童クラブ等の終了後に、
ひとり親家庭の子どもに対し、児童館・公民館や民家等において、悩み相談を行いつつ、基本的な生活習慣の習得支援・学習
支援、食事の提供等を行うことにより、ひとり親家庭の子どもの生活の向上を図る。

○ ①及び②の支援を組み合わせて実施することを基本とし、
これに加えて、③の支援を地域の実情に応じて実施する。
① 基本的な生活習慣の習得支援や生活指導
② 学習習慣の定着等の学習支援
③ 食事の提供

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市・市町村
【補助率】国1/2、都道府県・指定都市・中核市1/2

国1/2、都道府県1/4、市町村1/4
【29予算額】母子家庭等対策総合支援事業(114億円)

の内数
※平成27年度補正予算で学習支援等を行う場所を開設するため
に必要な備品の購入費用等を計上。

目 的目 的

事業内容事業内容

実施体制・実施方法実施体制・実施方法

《②：東京都世田谷区》 《③：北九州市》《②：東京都江戸川区》

コーディネーター・管理者



学習面

• 高校進学のための学習希望

• 勉強、高校卒業、就労等の意
義を感じられない

生活面

• 家庭に居場所がない

• 生活習慣や社会性が身につ
いていない

事業の概要

子どもの学習支援事業について

○「貧困の連鎖」を防止するため、生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもを対象に学習支援事業を実施。
○各自治体が地域の実情に応じ、創意工夫をこらし実施（地域資源の活用、地域の学習支援ボランティアや教員ＯＢ等の活用等）。
○平成２８年度においては、高校中退防止及び家庭訪問の取組を強化。

将来の自立に向けた包括的な支援 ： 単に勉強を教えるだけではなく、居場所づくり、日常生活の支援、親への養育支援などを通じて、子どもの将来
の自立に向けたきめ細かで包括的な支援を行う。

世帯全体への支援 ： 子どもの学習支援事業を入口として、必要に応じて自立相談支援事業等と連携することで世帯全体への支援を行う。

支援のイメージ

＜子どもの課題とその対応＞

＜家庭の課題とその対応＞

学習支援・進路
相談

•日々の学習習
慣づけ、高校進
学支援

•進路を考える
きっかけづくり

高校中退防止の
取組

•定期面談等に
よるきめ細かな
フォロー

•定時制高校等
の選択肢の情
報提供等

家庭訪問の取組

•集合型に出てこ
られない子ども
への早期アプ
ローチ

•家庭状況の確
認と改善

•親への養育支
援等へつなげ
る）

居場所づくり・日
常生活支援

•学校・家庭以外
の居場所づくり

•生活習慣の形
成支援

親の養育

• 子の養育について
の知識・関心の薄さ

世帯の状態

• 家庭が困窮状態に
ある

親への養育支援

• 公的支援等の情報提供

• 子どもの将来を考えるきっ
かけづくり

世帯全体の支援

• 自立相談支援事
業との連携

子どもの学習支援事業を通じて、子ども本人と世帯の双方にアプローチし、
子どもの将来の自立を後押し（貧困の連鎖防止） 49



プレーパークの概要について

○ プレーパークは、子どもが「やってみたい」と思うことを、なるべく何でも実現できるようめざした遊び場（公園等）。

たとえば、木登りや穴掘りや工作、水遊び・泥んこ遊び等もできる。 建物の屋根に登ることも、そこから飛び降りる

ことも可能。 自然の中で体を使って、思いっきり遊べる。

○ 開園日には、プレーワーカーと呼ばれる大人がいる。

プレーワーカー（プレーリーダー）の役割

プレーワーカー ＝ 「子どもが自由に遊べる場をつくること」

・子どもがワクワクするような遊び場をデザイン

・遊びに来る子どもの保護者など多くの人を巻き込んで遊具をつくったり

・ケガの応急手当など、遊び場で起こるさまざまなトラブルにも対応

・子どもの遊びを止めようとする大人に、子どもの気持ちを代弁したり、遊びの大切さを伝える役割

・子どもと共に遊び、楽しさを共有することや、友人として彼らのそばに居ることで、言葉にならない気持ちを受け止

め、時には親や先生には言えないことを話せる相手になる 等

○ プレーパークは、地域に暮らす住民たちが「世話人」となって、運営している。

【特定非営利活動法人 プレイパークせたがやHPより】
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○事業の概要

・ 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上の
ための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自立を促進するとと
もに、放課後等における支援を推進。

○対象児童

学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児
（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが

あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）

○利用定員

１０人以上

放課後等デイサービス
事業所

Ｃ中学校
Ｂ小学校

◆ 学校授業終了後又は休業日において、生活
能力の向上のために必要な訓練、社会との交
流の促進等

①自立した日常生活を営むために必要な訓練
②創作的活動、作業活動
③地域交流の機会の提供

④余暇の提供

◆ 学校との連携・協働による支援（学校と放課後
等デイサービスのサービスの一貫性）

○提供するサービス

◎放課後利用

◎夏休み等の長期休暇利用
・ 午前・午後クラスなど、プロ

グラムの工夫

◎学校と事業所間の送迎

Ｄ特別支援学校
Ａ特別支援学校

放課後等デイサービスの概要
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・ 保育所、幼稚園、認定こども園

・ 小学校、特別支援学校

・ その他児童が集団生活を営む施
設として、地方自治体が認めたも
の

○事業の概要

・ 保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の障害児が、保育所等における集
団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援を実施することにより、保育所等の安定した利用を促
進。

○対象児童

Ａ保育所

Ａ幼稚園

Ｂ幼稚園 Ｂ保育所

児童発達支援センター
事業

保育所等訪問支援

集団生活への
適応支援

集団生活への
適応支援

集団生活への
適応支援

集団生活への
適応支援

○訪問先の範囲

◆ 障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な
支援等 ①障害児本人に対する支援（集団生活適応のための訓練等）

②訪問先施設のスタッフに対する支援（支援方法等の指導等）

◆ 支援は２週に１回程度を目安。障害児の状況、時期によって頻度は変化。
◆ 訪問支援員は、障害児施設で障害児に対する指導経験のある児童指導員・保育士（障害の特性に応じ専門的な支援が

必要な場合は、専門職）を想定。

○提供するサービス

相談支援事業や、スタッフ支援を行う障
害児等療育支援事業等の役割が重要

保育所や、児童が集団生活を営む施設に通う障害児
＊「集団生活への適応度」から支援の必要性を判断

＊発達障害児、その他の気になる児童を対象

保育所等訪問支援の概要
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